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証券・金融商品取引に関する法的紛争も通常の民事事件として，裁判所に持
ち込み裁判で決着をつけることももちろん可能である。一般的に，和解・調停・
仲裁は，いわば自治的な紛争解決方法といえるが，それでは難しいとき最終的
には訴訟で解決することになる。もっとも，いわゆる司法制度改革の一環とし
て， 2004年に「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律J(ADR法)が
制定され， 2007年4月1日から施行された。同法の立案の背景には， 日本が
国内外の社会経済情勢の変化に伴い，いわゆる事前規制から事後規制型社会に
移りつつあり，そうだとすると裁判制度の機能を一層充実させることが必要な
のはいうまでもないが，紛争解決のあり方についても国民の要望と必要性が多
様化し，専門家の活用により紛争の実情に即した迅速な解決を図りやすい裁判
外紛争手続の薫要性もまた増大してきている，そこで，それに沿うような制度
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を充実することもまた緊急の課題になっている，という認識があった。そのよ
うな観点から，同法はその 1条で，国民の権利・利益の適切な実現に資するこ
とを目的とし，紛争当事者が紛争解決を凶るのにふさわしい子続の選択を容易
にするため，裁判外紛争解決手続についての基本理念及び国等の責務と民間紛
争解決手続の業務についての認証の制度等を設けると規定しているヘ
ただ，証券・金融取引に関しては，新たに制定された ADR法というより，
従来から証券取引法上に証券業協会による苦情の処理，あっせん制度があって，
この制度が重要な役割を演じていたし，また金融商品取引法になってからも当
初はなおそうであったといえる。証券・金融取引をめぐる紛争は経済的性格が
非常に強L、から，当事者にはなおのこと他の紛争の場合よりも，解決までに時
間と費用を要する裁判より， もっと簡易で迅速に解決できる方法の方が適して
いる。この小論は，まず苦情処理とあっせん制度の経緯そ概観した後で，証券
取引法から金融商品取引法に移行する時期とごく最近のそれらの実際の制度運
用，紛争の実態ならびに解決の実際を多少比較もしながらみておこうとするも
のである。
3で前者の時期のデータを掲げているのには，それなりの理由がある。証券
取引法から金融商品取引法への移行期であるからというのも 1つの理由ではあ
る。しかし，同時にもともと本拙稿は，その当時，ある書物の分担執筆用に執
筆したのであるが，法の改廃も激しく原稿も揃わなかったとみえ未発表のまま
となっていた。そこで最近の事情をも書き加えて，公表した次第である。その
意味では，同様の事情にてお蔵入りとなっているいくつかの準者の拙稿のうち
の1っともいえるのである。
2 苦情処理，あっせん制度成立の経緯と概要
(1 )証券取引法，金融商品取引法における苦情処理制度の経緯とその概要
1973年7月， 日本証券業協会が設立された。苦情処理，あっせん制度の成
立は，同協会設立の際に苦情相談室が設けられたことに端を発している。
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1991年には，損失補填の禁止等を盛り込んだ証券取引法(以下， r証取法」とい
う)改正に際し，国会の衆参両議院の決議において， I証券市場に対する信頼
の回復，市場の健全な発展のためには，証券業協会の自浄努力が不可欠である
ことにかんがみ，証券業協会及び証券取引所は，自主規制機関としての機能の
充実強化を図るとともに，苦情処理体制の整備を行うこと。」が決議されたへ
とれを受けるかたちで， 92年には， 日本証券業協会(以下， r日誌協」または単
に「協会」と略記する)が証取法上の自主規制機関としてその役割を強化された
ことに伴い，投資家の信頼を高めることを目的とし，苦情処理機関の改革が行
われた。それまでは，証券会社が行う業務に対する投資者からの苦情について
は証取法に基づき登録された民法上の社団法人としての日証協が定める規則に
基づき，協会の証券苦情相談窓で取り扱われてきた。しかし，前記の国会決議
や協会の自主規制機関としての機能強化等を踏まえ，協会が大蔵大臣(現在の
金融商品取引法では内閣総理大臣)の認可を受けた認可法人となったことから，
投資者からの背情処理に関する役割，責任につき，法律上明文で定められ，体
制整備が図られたのである。 92年の証取法79条の 16は，協会は，投資者か
ら協会員又は証券仲介業者の行う業務に関する苦情につき解決の申出があった
ときは，その相談に応じ，申出人に必要な助言をし，その苦情に係る事情を調
査するとともに，当該協会員又は証券仲介業者に対し，その苦情の内容を通知
しその迅速な処理を求めなければならないこと(同 1項)，協会は， 1項の申出
に係る苦情の解決について必要があると認めるときは，協会員又は証券仲介業
者に対し，文書もしくは口頭による説明を求め，文は資料の提出を求めること
ができること(問2項)，協会員文は証券仲介業者は，協会から前項の規定によ
る求めがあったときは，正当な理由がないのに，これを拒んではならないこと
(同3項)，協会は，第 I項の中出，苦情に係る事情及びその解決の結果につい
て協会員又は証券仲介業者に周知させなければならないこと〔同4項〕を規定
している。日証協が実施する背情相談業務が証取法に規定されることになった
からである。同月，あっせん業務も開始される。公正・中立の第三者である弁
護士が担当するあっせん・相談から苦情・紛争解決に至るまでの業務フローと
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体制が整備されもした。
02年4月には，より一層透明で聞かれた中立的で独立性の高いあっせん，
苦情・投資相談とすることを目的とし，日証協の証券苦情相談室が，証券あっ
せん・相談センターに改組された。また， 03年の証取法改正によって証券仲
介業の制度が同入された際に，投資者保護の観点から，証券仲介業者に関する
苦情も証券業協会で対応することが適当と考えられ，そのような改正が行われ
Tこ。
07年9月 30日，言IE取法の一部改正として金融商品取引法が完全施行される。
これによって，金融商品取引に関する規制が業態を問わず横断化され，一元的
に適用されることになる。金融商品取引法(以下， [""金商法」と時記する〉では，
金融商品取引業協会について，認可金融商品取引業協会と認定金融商品取引業
協会との 2種類を定めている。従来は，証券業，金融先物取引業，投資信託業，
証券投資顧問業等はそれぞれの業法ごとに自主規制機関が設けられていたが，
金商法は，これらの証取法と金融先物取引法等を再編したものであり，証取法
に基づき設立された日証協は認可金融商品取引業協会として位置づけられ，一
般法人法に基づき設立された一般社団は認定金融尚品取引業協会として位置づ
けられることになった。認可金融商品取引業協会とは，証取法上の認可法人で
ある証券業協会を引き継いだものであり， 日証協はこれに当たる。認定金融商
品取引業協会は，一般社団法人であり，金融先物取引協会，投資信託協会， 日
本証券投資顧問業界がこれに当たる(九
苦情処理，あっせん業務に関しては，認定投資者保護団体の存在が重要であ
る。 2005年 12月22日の金融審議会金融分科会第 l部会報特を受け，苦情解
決・あっせん業務の横断的な取組みをさらに推進するため，金商法上の自主規
制機関以外の民間団体が苦情解決・あっせん業務を行う場合に，当該団体の業
務の信頼性を確保するという観点から，認定投資者保護団体の制度が設けられ，
苦情処理，あっせん業務を行うことにより，投資者保護に貢献するよう期待さ
れた。具体的には，社団法人生命保険協会，社団法人日本損害賠償協会，社団
法人信託協会が，金商法 79条の 7の認証を受けているω。金商法 79条の 12
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が定めているのが投資者保護団体の苦情の処理についてであり，認可金融商品
取引業者が行う苦情解決と同義であるので， 77条の規定を準用する形を採っ
ている。「認定投資者保護団体についての指針J(平成19年金融庁告示第79号〕
によれば，認定投資者保護団体が行う認定である以上， 79条の 12の苦情の解
決に関する業務は，認定投資者保護団体によって制度化され，安定的に運用さ
れねばならないから，同団体は，規則を定め，その規則において，①苦情解決
の実施体制，②背情解決結果等の保存・集計・公表の方法，③取り扱う背情の
範囲，④費用等苦情の解決の手続に関する事項等を定めなければならないとさ
れているが(同41I)，あっせんについても，同様の趣旨で規則を制定するよう
求められている(同4ill)。なお，あっせんについては， 79条の 13が，認可協
会についての 77条の 2第l項から第3項まで及び第5項から第9項までの規
定を準用している。
投資者の利便性という面で，苦情相談窓口はなるべくなら一本化しているの
が望ましい。日証協の「今後の金融・資本市場のあり方を考える懇談会の中間
報告である「国民の農かな生活の実現に向けた金融・資本市場政策J (平成19
年4月公表)の検討事項であり，また 5つの金融商品取引業協会ωで構成され
る金融商品取引業協会懇談会の中間論点整理「金融商品取引業協会のあり方に
ついてJ(平成19年6月公表)により指摘された曹情・相談業務についての 3つ
の課題ωの1つであるこの窓口一本化問題に応えるため，日証協は， 2008年1
月より他の 4つの認定金融取引協会(7)と連携して，電話による苦情相談窓口
を一本化し，顧客の利便性の向上を図ることにした。 08年6月には， 日証協
と4つの認定金融商品取引業協会が共同で設立し，それぞれの業務を委託した
「特定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター (FINMAC)Jが，
10年2月 l日から事業を開始し，苦情処理，あっせんは実質的に一本化さ
れベ FINMACは， 1年4月から金商法上の指定紛争解決機関とされた。ち
なみに， FINMACが対象とする金融商品は，株式(圏内株式，外国株式，信用取
引)，有価証券デリパティブ (TOPIX，先物・オプション，日経平均株価先物・オプ
シ自ン)，金融先物デリパティブ (FX，為替デリパティブ)，債券(国債，社債)，
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外国債， EB，仕組債， CFD (有価証券CFD)， ラップ (SMA)(ファンドラップ)，
第二種業関連(信託受益権，集団投資スキーム持分)，投資信託〔株式投資信託，公
社債投資信託，追加担・単位型，不動産投資信託，外国投資信託， ETF)である。
(2) あっせん制度
前記したように，あっせん制度も，証取引法上の制度としてではないが，日
証協の自主ルールとして存在してはいた。証取法上の制度として設けられたの
は， 1998年の同法の改正においてであり，同法 79条の 16の2に規定される
ことになる。
97年6月の証券取引審議会において，①米国や英国では，顧客と証券会社
間の民事紛争を早期に処理するため，自主規制機関による仲裁制度が幅広く利
用されていて，民事紛争処理に大きな役割を果たしている，②日本では，行政
機関が実施する仲介制度のほかに既に日証協のあっせん等の紛争処理の制度が
あり，それなりの実績を積んでいる， したがって，今後は当事者聞の和解のた
めの処理スキームをいっそう充実させることが必要であるから，これを法制化
するとともに紛争処理制度の確立の観点から制度を一本化し，実績をあげるこ
とが求められ，行政による仲介を廃止することが適当である，③損失補填との
関係に留意し，自主規制機関によるあっせん等の結果については，損失補填に
は該当しないものとし，事故確認を不要とするための規定の整備が必要である，
ことが報告された。
この報告を受けて，同年 11月の証券取引審議会公正取引部会で検討がなさ
れた結果，①日証協のあっせん制度を証取法上明確に位置付けること，②公正
中立な学識経験のある者をあっせん委員として選任し，あっせんに当たらせる
ことが適当であること，@日証協は，あっせんに伴う費用の全部または一部に
ついて当事者から徴収することができるとすること，④日証協のあっせんによ
る和解成立事案についても裁判上の和解と同様に，大蔵大臣の事故確認は不要
とすること，という結論に達した。そこで，証券取引審議会の報告と公正部会
における検討結果を踏まえて，証取法改正案が国会に上程され， 98年5月 14
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日に衆議院，同年 6月5日には参議院でそれぞれ可決・公布され，同 12月 1
日から施行されることになったヘ上記したように， 98年の証取法改正によ
り， 日証協によるあっせん制度の設置が証券取引法上の義務として規定された
のである。新設された 79条の 16の2によれば，日証協会員文は証券仲介業者
の行う有価証券の売買その他の取引又は有価証券指数等先物取引等，有価証券
オプション取引等，外国市場証券先物取引等若しくは有価証券庖頭取引デリパ
ティブ取引等につき争いがある場合において，当事者は，その争いの解決を図
るため，日証協に申し立て，あっせんを求めることができること(同 1項)，日
証協は， 1項の規定による申立てを受けたときは，学識経験者であってその申
立てに係る争い(以下，この項では「事件」という)の当事者と特別の利害関係
のない者をあっせん委員として選任し，当該あっせん委員によるあっせんに付
するものとすること，ただし，あっせん委員は，事件がその性質上あっせんを
行うのに適切でないと認めるとき，又は当事者が不当な目的でみだりにあっせ
んの申立てをしたと認めるときは，あっせんを行わないものとすること(同2
項)，あっせん委員は当事者若しくは参考人から意見聴取し，若しくは報告書
の提出を求め，又は当事者から参考となるべきl帳簿書類その他の物件の提出を
求め，適当と認めたときは，事件の解決に必要なあっせん案を作成し，その受
諾を勧告することができること(同3項)，前3項の場合において，証券仲介業
者が当事者であるときは，その所属証券会社等も当事者とみなすこと(同4項)，
日証協会員又は証券仲介業者は，第3項の規定による求めがあったときは，正
当な理由がないのに，これを拒んではならないこと(同5項)， 日証協は，あっ
せんに関し要した費用の全部又は一部を，当事者から徴収することができるこ
と(同6項)を規定している。この規定が，金商法77条の 2に引き継がれてい
る。このようにあっせん制度の設置が証取法に定められたことに伴って，従前
の大蔵大臣(平成 10年6月の金融監督庁設置後は，内閣総理大臣)による仲介制度
は廃止されるところとなった。これは，証券取引紛争のより迅速な解決を図る
という趣旨であるとともに， 日証協に自主規制機関としていままで以上の能力
と中立性を要求することぞ意味している CI九
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98年証取法改E前までのあっせん・調停制度では，それらにより和解が成
立した場合であっても，上記でも少し言及したように，証券会社は証取法42
条の 2第3項ただし書きに基づき，大蔵大臣へ事故確認申請をすることが求め
られていた。しかし， 98年改1E証取法は，それを同法上の制度として明確化
するとともに，調停制度を廃止し，あっせん制度に一本化することにしたω。
証券会社は，証取法79条の 16の2に規定するあっせんにより和解が成立した
場合は，事故磯認申請を行うことなく顧客に紛争解決金の支払等をすることが
できるとされている(行為規制府令6条1項4号)。本条でも，証券仲介業制度の
導入に伴って，日証協会員と並んで証券仲介業者もその対象に加えられている
ことにも留意する必要がある。これに関連し，この証券仲介業者が証券仲介業
につき，顧客に加えた損害は所属証券会社等が賠償責任を負うとされているの
で(法6条の 22)，証券仲介業者があっせんの当事者となる場合はその所属証
券会社もまたあっせんの段階から当事者とすることが適当といえる。そこで，
79条の 16の2第4項がその旨を定めているのである。
(3) 金商法上のあっせん制度の概要
金証法77条は，証取法79条の 16の規定を受けて，認可金融商品取引業協
会は，投資者から協会員または金融商品仲介業者の行う業務に閲しての苦情に
つき解決の申出があったときは，相談に応じ，助言をし，事情調査して苦情の
内容を協会員または金融商品仲介業者に通知して，迅速な処理をしなければな
らないこと，そのために協会は必要に応じ協会員または金融商品仲介業者に，
文書・口頭による説明や資料の提出を求めることができるし，協会員または金
融商品仲介業者は正当な理由がなければ，これを断われないこと等安定めてい
る。苦情処理手続により解決できなかった場合には，当該当事者は訴訟によら
ず紛争を解決する「あっせん」手続を行うことができる。「あっせん」とは，
金融商品取引業者等と顧客との問で解決に至らない紛争につき，認可協会のあっ
せんにより解決を図ろうとするもの，他の苦情・紛争解決支援機関を利用して
解決を闘ろうとするものをいう。同法77条の 2は，協会員または金融商品仲
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介業者の行う有価証券の売買その他の取引またはデリパティブ‘取引等につき争
いがある場合は，取引当事者は認可協会に申し立て，あっせんを求めることが
できること，あっせんは協会が学識経験者の中から選任したあっせん委員によっ
て行われるが，その内容があっせんに適当でないと認めたとき等は行わないこ
と，あっせん委員は，当事者や参考人から意見を聴取したり，報告書や参考と
なる帳簿書類その他の提出を求めたりした結果，適当と認めたときはあっせん
案を作成して，その受諾そ勧告することができる皆等を定めているo 当事者に
和解が成立した場合，または紛争解決委員の和解案または特別調停案を当事者
双方が受諾した場合は和解が成立する。協会員等が和解契約書を作成し，紛争
解決委員がこれを確認した上，当事者双方の署名・捺印に加えて，紛争解決委
員が立会人として署名・捺印する。あっせんに係る費用であるが，あっせんに
闘し要した費用安当事者から徴収できる(同7条のの。ただ， 日証協が委託し
ている FINMACでは，相談，苦情は無料，あっせんについては，申立人から
申立ての際に，請求金額に応じて 2，000円から 50，000円の範囲で申立金を徴収
することとし(例えば，請求額が500万円超800万円の場合は， 1，000円)，それ以
外にはとくに費用負担は求めていなL、。反面，事業者(例えば，証券会社，銀行)
からは，あっせん開催l日当たり原則として 50，000円安徴収している。
なお，金証法7条の3は，自主的規制機関である認可協会，認定協会のあっ
せん業務の第三者への委託について規定している。これは，認可協会の業務の
効率的・効果的な連営を図る観点から 06年改正で，設けられたものであるo
認可協会である日証協において，金融商品取引に関しより横断的かっ包括的な
昔|育・紛争解決サービスを提供する体制を築き，投資者保護の充実に資すると
いう観点から，認定金融商品取引業協会との連携により，専ら智情・紛争解決
サービスを提供する FINMACに， 7条の3と78条の8の規定に基づき，苦
情・あっせん業務を委託することによって，苦情・あっせん業務の横断化・平
準化を図る作業が進められていたところである。同センターは， 2010年2月l
日から業務を開始していることは上記したとおりであり，認可協会および認定
協会から業務委託を受けている〈ヘ
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3 苦情処理，あっせんの実情
(1) 2005年度当時
1) 苦情，相談
この当時，苦情処理，あつせんの事項 .Jjら
があつたわけであるが，それだけでは十分ではないとの認識の下，細目は日証
協の定款に基づく規則である「協会員と顧客の紛争等の解決のあっせんに関す
る規則一一紛争処理規則第 l号 」およびそれを受けた r協会員と顧客の
紛争等の解決のあっせんに関する規則」に関する細則」に定められていた。苦
情を処理するため， 日証協の証券あっせん・相談センターに相談員とあっせん
委員が置かれ，相談員は日証協の職員であるが，あっせん委員は法律専門家等
の学識経験者が就任していた。実際には弁護士のようである。あっせん委員の
員数等については，上記「あっせん規則Jの7条に定めがあり，地区協会ごと
のあっせん委員の数は，自主規制会議の同意ぞ得て自主規制会議議長が定める，
あっせん委員は，当該地区会長の推薦により，自主規制会議議長が委嘱するこ
とにされていた。ここでは，上記「細則J2条に定める欠格事由に該当する者
をあっせん委員に推薦または委嘱することはできないこと(規則7条I項)，あっ
せん委員は，自己に特別利害関係ある事案について，その紛争解決のあっせん
を行うことはできないとされていること(規則7条3項，細則3条)に注意する
必要があろう。費用は，いまの FINMACと同じように，苦情相談は無料，あっ
せんについては申立金として請求する損害賠償金額に応じて 2，000円から
50，000円となっていた。
日証協の資料によれば， 2005年度における苦情(ここで苦情とは，個別協会員
に係る事案で当該協会員に取り次いだもの)の受付件数は982件(対前年同期比128
件(15.0%)増)である。受付件数の増加要因は，証券市況の好調に伴う市場参
加者の増加によるものと思われる(ちなみに， 03年度は751件である)。分類別件
数は勧誘が 138件(14.0%)，売買取引 453件 (46.0%)，事務処理 246件 (27.0
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%)，その他(13.0%)，主な苦情として，売買取引に関しては， r無断売買を主
張する苦情J90件 (9.1%)， r売買の執行ミスに関する苦情J89件 (9.0%)，
|扱者主導に関する苦情J30件 (3.0%)，rシステム障害に関する苦情J27件
(2.7%)となっている。事務処理に関するものとしては， r口座開設等に関する
苦情」が41件 (2.7%)あることは注目されてよかろう。地域別にみると，北
海道22件，東北4件，東京652件，名古屋72件，北陸9件，大阪 107件，中
国33件，四国 17件，九州 45件，特別会員 21件で，やはり，当然ながら大都
市圏が多L、。性別等では，男 621件，女36件，法人 10件である。証券取引の
主体は，やはりまだ男性が多かったということなのであろうか。商品別では，
株式 650件 (66.0%)，投信 141件(14.0%)，先物・ OP24件 (2.0%)，債券 85
件 (9.0%)，その他82件 (8.0%)であった。
05年度，相談(個別協会員に係る事案で当該協会員に取り次いだもの以外)の受
付件数は， 7，368件であったようで，対前年同期比プラス 1，065件(16.9%)と
相当大幅に増加している。この受付件数の増加の要因としては，未公開株に関
する相談が急増したことが考えられる。分類別件数は，証券取引等が2，550件
(35.0%) ，勧誘 289件 (4.0%)，売買取引 805件(11.0%)，事務処理 716件
(10.0%)，その他3，008件 (41.0%)である。相談の主な内容は，証券取引等に
関する質問・意見として， r取引制度に関する相談」が 394件 (5.3%)，r証券
税制に関する相談J361件 (4.9%)，r株式事務に関する相談J291件 (4.0%)，
「倒産不安に関する相談J262件 (3.6%)，事務処理に関する質問・意見として，
「口座開設等に関する相談J208件 (2.8%)，その他が「未公開株に関する相談」
1，713件 (23.2%)となっている。地域別では，北海道271件，東北272件，東
京3，710件，名古屋443件，北陸80件，大阪2，017件，中国 249件，四国 133
件，九州 190件，特別会員3件，やはりここでも大都rl:i部が高い割合を示して
いる。商品別には，株式5，418件 (74.0%)，投信499件 (7.0%)，先物・ OP39
件(1.0%)，その他 1，079件(15.0%)である。
なお，認定個人情報保護団体(個人情報保護法37条-49条〉としての協会員
の個人情報の取扱いに関する背情・相談等の処理状況については，苦情・相談
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等の件数は，苦情3件，相談・問合せ41件であるが，主な問合せは個人情報
保護指針に関する説明を求めるものであった。
2) あっせん
苦情処理で解決できないときは，当事者は日証協にあっせんで解決するよう
申立てることができる。もっとも，苦情前置主義ではなし、から，それを経ない
であっせんの申立てができないわけではない。あっせんの内容は前記のように，
金商法77条の 2に規定されているが，規定された事項に関連する争いであれ
ば，あっせんの対象になると解すべきである。あっせん方法の細目は，前記の
「あっせんに関する規則Jに定められている。
それによれば，顧客または協会員が，あっせんの申立てをするときは，あっ
せん委員にその申立ての趣旨および紛争の要点を明らかにしたあっせん申立書
2通を提出し，証拠書類があれば，その原本または謄本を提出する。協会員・
証券仲介業者が申立てをするときは，予め当該紛争の相手方である顧客の同意
書が必要である(規則10条2・3項)。顧客または協会員・証券仲介業者は，あっ
せんの申立てを行いこれが受理された場合は， 10日以内にあっせん申立金を
日証協に納入しなければならない。もし，納入しなかった場合には，あっせん
の申立てがなかったことになる(同 1条1， 2項)。あっせん委員は，期日を定
めて紛争当事者もしくは参考人の出席を求め，事情を聴取する。あっせん委員
は，当事者に対し，あっせんに必要な事項につき文書もしくは口頭による説明
や資料の提出を求めることができる(同 15条l項， 16条l項)。あっせん委員は，
あっせん中の紛争が，当事者がその紛争について訴訟を提起しまたは民事調停
を申立てたとき，あっせんを行うに適当でない事実が認められたとき，および
当事者間に合意が成¥'/:する見込みがないと認められたとき，のいずれかに該当
するときは，あっせんを打ち切ることができる。この場合には，当事者双方に
その旨を通知する(同 17条)。もっとも，あっせんをしでもなかなか合意が成
立しなくても，あっせんを打ち切らないで，あっせん委員が紛争解決のため，
当事者双方の衡平に考慮し，申立ての趣旨に反しない限度においてあっせん案
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を作成し，当事者双方に提示してその受諾を勧告することができなくはない
(同 19条I項)。問題によっては，あっせんを打ち切らないで，あっせん委員が
公平な立場からあっせん笑を出した方がまとまる可能性が商い場合もあるから
である問。このあっせん案を顧客が受諾したときは，相手方である協会員・
証券仲介業者は，速やかにそのあっせん案に基づく義務を履行しなければなら
ない。ただし，協会員等がこれを受諾しがたい場合には，このあっせん案によ
り支払うべき金銭等を日証協に預託し，債務不存在確認等の訴訟を提起するこ
ともできる(同 19条1，2項)。一旦実施したあっせんの申立ての取下げについ
ては，顧客はいつでも申立取下書をあっせん委員に提出して，取り下げること
ができるが，協会員および証券仲介業者の方は，顧客が同意しなければ，取下
げはできない(同 18条)。そして，あっせん委員のあっせんにおいて当事者間
に合意が成立しまたは当事者双方があっせん委員のあっせん案を受諾したとき
は，紛争の相手方協会員・証券仲介業者は，遅滞なく和解契約書を作成し，写
し一通をあっせん委員に提出しなければならない(向20条)。この和解契約書
に関し必要な事項は，細則が定めている(細則20条)。
あっせんの状況についてであるが，やはり日証協の資料によれば， 2005年に
おいて，あっせん委員により和解が成立した事業は 66件であった。内訳は，
勧誘に関する紛争が21件 (31.82%入売買取引に関する紛争が33件 (50.0%)，
事務処理に関するもの 6件 (9.0%)，その他の紛争が6件 (9，0%)である。勧
誘に関する紛争のうち， I勧誘時の約束違反」が l件 (4周%)， I誤った情報の
提供」が7件 (33.3%)，I説明義務違反J7件 (33.3%)，I断定的判断の提供J1 
件 (4.76%)，I適合性原則の違反J5件 (23.8%)となっている。売買取引に関
する紛争では; Iネット取ヲIJ8件 (24.24%)，I過当売買J1件 (3.0%)，I売買
執行ミスJ6件 (18.18%)，I無断売買J18件 (51.55%)であり，無断売買が過
半数を占めていることが特徴的といえる。事務処理に関する紛争は，すべて
「事務処理ミスJ，Iその他の紛争」の 6件も，すべてが「詐欺・横領」である。
それぞれの紛争の内容ごとに，紛争事実の概要とその解決状況を少しみてお
こう。まず， I勧誘時の約束違反」については，申立人は，扱者が投資信託の
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損失を挽回するため，新たな投資信託に乗り換えるよう勧めたが，その際，
「下落時には連絡する。Jとの約束であったにもかかわらず，何の連絡もしない
まま退職したので，取引を無効とし， 157万円の損害賠償を請求したのに対し，
あっせん委員は再調査を行い，最初の運用報告書が到着するまでの値下がり情
報については連絡すべきであったこと等を理由にあっせん案を提示して， 12 
万円の支払いで和解が成立。「誤った情報の提供」の例として，扱者より配当
の権利は既に得られているとの連絡を受け，当該株式を苑却したが，実際には
配当の権利をいまだ得られていなかったとし，250H円弱の損害賠償を求めた
いとの申立てに対し，あっせん委員は，被申立人の応分負祖分を 9割とし，
220万円強を支払うととで和解が成立。「説明義務違反」の場合には，例えば，
信用取引において，上場廃止により信用取引代用有価証券から除外されたとい
う重要な事実を事前に連絡もないまま，信用買建て玉が強制決済されてしまっ
たため生じた損失額につき 730万円の損害賠償を求めるケースにつき，被申立
人が行った任意決済自体は正当であるとしながら，異例の上場廃止に伴う処理，
事前の連絡状況等を考慮し，任意決済に係る手数料およびその消費税の合計額
9万円を支払うことで成立した和解等がある。「断定的判断の提供」は，扱者
に勧められ空売りしたら，翌日より株価は暴騰したが，これは断定的判断によ
る違法な勧誘であると主張したものである。これにつき，勧誘に当たり， r儲
かる確率は高い。」といったセールストークを利用するなど，利益がでること
を強調して勧誘したことを認め，申立人が扱者に取引の安全性を確認するなど
新規取引には消極的であった点を勘案すると，申立人に利益面だけを強調し勧
誘した行為は，顧客の投資意欲を軽視した投資勧誘として，少なからず問題が
あったとし，請求額60万円のうち 20万円の支払で和解している。
「適合性原則の違反」については，申立によれば 71哉の年金生活者に対し，
取引の危険性等の説明をすることなくオプション取引を始めさせたという事例
で，あっせん委員は商品につき申立人が理解・認識していたといえるか疑問で
あり，投資経験からもふさわしいものであったとは認められず，一方，申立人
は投機性について理解できたにもかかわらず勧められるまま取引を継続してい
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たとも考えられるとし，請求額 1，907万円のうち 1，000万円で和解が成立した
例などがある。「ネット取ヲIJでは，例えばインターネットで株式の買付注文
をしたが，当該注文が失効となったとの画面表示があったことから再発注した
が，大引け後，当該失効注文を有効とするとの連絡があったが納得できないの
で，反対売買により生じた損失額につき損害賠償を求めた事例につき，一度失
効とした注文を顧客に確認を取らず復活させたことにより生じた損害は賠償す
べきであるとし，全額を支払うことで和解を成立させている。「過当売買」に
おいては，申立人は安定的な株式取引を求めたにもかかわらず，多数・多額の
取引が行われたのは，扱者のまさに過当取引等によるものであるとして400万
円の損害賠償を請求した， しかし，あっせん委員は，被申立人が意思を確認し
た上で執行したものとは認められるが，申立人が高齢のため判断能力がかなり
低下している等の事情を総合的に勘案すれば， 100万円の支払が妥当であると
の判断を示して，これで当事者双方が合意した事例もみられる。「執行ミス」
では，例えば保有株式の売却依頼を扱者が失念し，その後当該株式が上場廃止
となったため売却不可能となったという事例において，特定口座の手続終了日
の終値で売却可能であったとし， 103万円の請求額のうちの 74万円を認めた
ものがある。「無断売買」では，亡父の退職金と生命保険を原資とし，老後の
生活資金として安定運用を原則として取引を開始したが，勝手にハイリスクな
運用をされ，またリスクの説明・売買結果の報告もなかったことから，被申立
人の過失割合を 6割とする 844万円の損害賠償請求につき，あっせん委員は，
双方からの事情聴取の結果，申立人の過失もあるが，被申立人の不適切な勧誘
等があったことが認められるから，取引全体の損失額から収益金を差し引いた
金額である 844万円を支払うべきとの和解による解決をしたという事例もある。
「事務処理ミス」に関しては，株式分割に伴う新株式の売却において，会社側
のミスにより証券保管振替機構扱いになっていなかったことからタンス株扱い
とされ，信託銀行から直接株券が郵送されたため，売却可能日が遅れてしまっ
たことによる 30万円の損失額の賠償請求につき，あっせん委員は会社側に非
があるが，申立人も譲歩等をしたので， 25万円を支払うことで和解を成立さ
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せている。最後に， I詐欺・横領」においては，申立人が外国債券および投資
信託の取引において，売却・解約注文をしたところ，当該売却金額を扱者が横
領したとし，その問書の賠償請求をしたという事例において，被申立人の責任
で株券を買戻し，申立人に送付することで和解を成立させたケースなどが見受
けられる。
(2) 2013年度の実情
1) 苦情，相談
年度ベースでは， 2013年度が最新のデータであるので，これを少しみるω。
まず，苦情についてであるが，これは 975件で 12年度より 177件(15.4%)減
となっている。その理由は，下記の相談，あっせんの場合と同様なことが集計
上みてとれる。分類別申立件数は， I売買取引に関する苦情Jが408件と最も
多く，構成比では前年度比 16%強増の 42%弱となっている。 05年度と比べて
みると件数自体はほぼ同じといえる。一方で， 12年度に約50%を占めた「勧
誘に関する苦情」は約20%弱減の 34%弱であるが， 05年度よりははるかに高
い割合である。個人・法人別では， 12年度に比べテ、リバディブの事案数が減
少したため，法人の割合が低下し，相対的に個人の割合が高まっているのが特
徴である。性別では男性575件，女性340件と 05年より女性の割合が高くなっ
てきている。
つぎに相談について， これは 7，406件で 12年度の 6，136件を 1，270件
(20.7%)上回る結果となっている。円安，株高を背景に，売買取引に関する相
談やいわゆる少額投資非課税制度に関する相談などが増えたためである。もっ
とも， 05年度の数字とは，大差はない。分類別相談件数は， I取引制度等に関
する相談J(15)is 2，703件 (36.5%入 12年度比980件増と引き続きもっとも多く，
構成比では 12年度に比べ， 8.4%増であるし， 05年度当時よりよりかは圧倒的
に増加している。また， I売買取引に関する相談J(16)も1，228件(16.6%)，12年
度比2.4%増， 05年度の 394件よりも大変に多くなっていることが知れる。他
方，勧誘に関する相談は 814件(11.0%)，12年度の 1，481件より 13.1%減であ
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るが， しかし， 05年の 289件よりはなお高い水準にある。証券会社等の使用
人等が説明義務を厳格に履行すること，強引な勧誘はしないこと，適合性原則
を厳守する等，やはり法のルールに則った営業をすることが，当然ではあるが
肝要である事実を示しているように思われる。 13年度の商品・サービス別の
相談件数では，株式が2，835件で最も多く，構成比では， 12年度比6.0%増の
38.3%である。一方， 03年度に 22.9%を占めた投資信託は， 6.1%減の 16.8%，
16.9%を占めていた債権は 5.9%減少し 11.0%となっている。おおまかにいっ
て，そのような構成比は 05年度にも共通しているO
2) あっせん
13年度のあっせんの新規申立件数は 12年度比 175件 (52.4%)減の 159件，
また，終結件数は 12年度比 197件 (47.5%)減の 218件となっている。新規申
立件数の減少要因は苦情の場合と同じように，市視の堅調，円安基調を受け，
保有商品の評価損の縮小・解消がみられたことに加え，登録金融機関(銀行等
金融機関)の通貨オプション取引等をめぐる事案数が減少したためと考えられ
る。つぎに，分類別申立件数は， I勧誘に関する紛争」が前f年度に引き続き最
も多い。これは 05年度も同様である。もっとも， 12年度の 300件よりは少な
く116件，構成比でみて 16.8%減の 73.0%となっている。一方，市況堅調によ
る取引活動活発化等により， 12年度に比べ，売買執行ミス等を主張する「売
買取引に関する紛争Jが， 15.2%増の 23.3%となっているのも特徴というべき
であろうか。当年度の分類別内訳をみると， I説明義務違反に関する紛争」の
割合が前年度比 14.6%減となったものの，引き続き最も高く 32.7%であり，つ
いで， 27.7% (02年度比10.3%減〉を占めた「適合性の原則違反に関する紛争」
が続いている。また「売買執行ミスに関する紛争」は 5.1%増で，この種の事
件もなかなか根絶はできていない実態を垣間みることができる。商品・サービ
ス別申立件数では， 03年度の商品・サービス別申立件数は， 02年度に比べ，
「金融先物等J(通貨オプション等)を巡る事案数が92件 (76.0%)減となり，株
式，債券，投資信託，デリパティブへと分散化した様子が伺える。業態別申立
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件数については， 03年度は 02年度に比べ，登録金融機関の「金融先物等」
(通貨オプション等〕を巡る事案数が減少したため，構成比でみると，登録金融
機関の割合が低下し，反面で相対的に証券会社の割合が上昇している。個人・
法人別内訳は02年度に比べ， r金融先物等J(通貨オプション等)を巡る事案数
が減少したので， r法人」の割合が低下し，相対的にではあるが「個人」の割
合が上昇する結果となっているといえようか。
4 結びに代えて
以上，法的分析をしたとはいえないものの， 日証協による苦情処理，あっせ
ん制度成立の経緯，その手続，内容そして FINMACになってからのそれらに
つき，概要を述べてきた。以前は，金融商品や証券取引について，紛争が裁判
所に持ち込まれそして判決が出るといったことは，むしろ珍しかった。しかし，
いわゆるバブルの崩壊以降，ワラントを始めとしこの種の事件に関する裁判例
も枚挙にいとまがないほど，多数みられるようになったのは周知のとおりであ
る。他方で，金融商品・証券取引に関する紛争の分野では，事の性質上，あっ
せん，和解等の方が裁判制度よりは簡便で適切・妥当な紛争解決方法として，
他の紛争の場合よりは，その有する機能ははるかに大きL、。その意味で，従来
の「証券あっせん・相談センターJ，いまの FINMACが現実に果たしている
そして果たすべき役割は極めて重要なことは間違いなL、。上でみてきたように，
そのときどきの経済情勢，株式・金融商品市場の状況等により，持ち込まれる
案件の数・内容等は変化するものの，そうなる社会が理想であるとしても，現
実に案件自体が無くなるわけでもないから，紛争解決制度の lっとして有意な
存在であり続けると思う。
2005年当時は，金商法が制定されたことと関わって， 日証協が至急検討す
べき事項として，あっせん対象範囲の問題があった。従来どおり第三三者に業務
委託しないですべて協会が引き受けるとしても(参照・金商法7条の 3)，上で
みたように金証法67条や 77条の 2に示されるように従来のあっせん対象範囲
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より対象商品・取引が増えること，そのことともかかわって，顧客の協会員に
対する申立が，他の機関の ADR対象をも含むものであった場合に，それぞれ
の ADR機関で対応すべきかどうかという問題，あるいは協会員ではあるが，
対象 ADR機関の協会員ではない場合どうするかという問題も解決された。
FINMACは，その存在感をますます増していくのかもしれない。
〈注〉
(1) 小林徹「裁判外紛争解決促進法~ (商事法務， 2005) 44-45頁。この時期の認
証制度について，とくに堀内宏達 ~ADR 認証制度 Q&A~ (商事法務， 2006) 1 
頁以下参照のこと。
(2 ) 証券法制研究会編『逃条証券取引法~ (商事法務研究会， 1995) 551頁。
(3 ) 神田秀樹・黒沼悦郎・松尾直彦編著『金融商品取引法コンメンタール 3~ (商
事法務， 2012) [日本証券業協会]5-6頁。
(4) 神田・黒沼・松尾・前掲注(3)[松尾直彦・平下美帆]98頁。
(5) 日本証券業協会，社団法人投資信託協会，社団法人日本投資顧問業協会，社団
法人金融先物取引業協会，社団法人日本商品投資販売業協会の 5つである。
(6) ①苦情・相談窓口のー木イヒ，②取り扱う苦情・紛争の範開につき隙間を解消す
ること，③各協会の苦情・紛争の対応水準の平準化を図る，ことである。
(7) 社団法人投資信託協会，社団法人日本投資顧問業協会，社団法人金融先物取引
業協会，社団法人日本商品投資販売業協会の4つである。
(8 ) 神田・黒沼・松尾・前掲注(3)51頁。
(9) 河本一郎=大武泰南=神崎克郎『証券取引ハンドブック[第4版H (ダイヤモ
ンド社， 2003) [井草久男] 649-650頁。
(10) 河本一郎=関要監『三訂版遂条解説証券取引法Jl(商事法務， 2008) 836-837 
頁。
(11) 神田・黒沼・松尾・前掲注(3)[日本証券業協会]55頁。
(12) 神田・黒沼・松尾・前掲注(3)[日本証券業協会]62頁。
(13) 河本=大武=神崎ー前掲注(9)[井草久男]653!'to 
(14) 2005年度のものを含め，これらのデータは，証券・金融商品あっせんセンター
のホームページで公表されている。
(15) r取引制度等に関する質問及び意見のうち主なもの」として， 13年度は「セン
ター業務に関する相談j640件 (8.6%)，r取引制度に関する相談J436件 (5.9%)
などである。ここで"rセンター業務に関する相談」とは，証券・金融商品あっ
-55一
法科大学院論集第 15号
せん相談センターのあっせん制度や取扱う事案等，このセンターの業務に関する
質問・意見のことである。「取引制度に関する相談Jとは，取引制度に関する一
般的な質問・意見のことであり， 13年度には，以下の事例がみられたという。
イ信用取引を始めたいと思っているが，制度の概要や留意点等を教えてもらいた
い，ロFX取引を始めようと考えている，金の先物取引の経験はあるが，先物取
引と仕組みはどう違うのか，ハ証券会社からロシアルーブル建て社債の勧誘を受
けているが.庖頭取引とは何かを教えてほしい，ニ従業員持株会にある株式を売
却しようとしたら，証券会社に口座を開設する必要があるといわれた，本当に口
座開設が必要か教えてほしい，ホ(消費生活センターからの照会)学生では証券
口座は開設できないのか，などがあったという。
(16) i売買取引に関する質問および意見のうち」でもっとも多いのが「売買に関す
る一般的相談」であるが，そのなかでは以下のような事例がみられる。1.仕組
債の勧誘を受けて購入を応諾したが，資料を改めて読み直したところ不安になっ
てきた， 2. (80歳の父の件)判断能力が落ちてきたので，子供が本人に代理して
株式を売ることはできるか， 3.信用取引で強制決済されてしまった，電話やメー
ルによる通知がなかったことが納得がいかない， 4.保有している株式を売却す
るにはどうしたらよいか教えてほしい， 5.インターネット証券で初めて株式取
引を行うが， トレード画面からの発注方法を教えてほしい，であったという。
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